
Ⅳ－１

経常収

決 算 額 支比率

 　％

 地　　方　　税  人件費 9,656,867  18.8 (  20.5 )

17年  地 方 譲 与 税 5,773,006  11.7 (  12.7 )

ｋ㎡  分類不能含む  利 子 割 交 付 金  扶助費 19,151,093  10.7 (  11.6 )

524 12年  公債費 9,475,724  19.3 (  21.0 )

 株式等譲渡所得割交付金 9,474,532  19.3 (  21.0 )

 増加率　　 △2.9 ％  地方消費税交付金 1,192  0.0 (  0.0 )

 ゴルフ場利用交付金 38,283,684  48.8 (  53.1 )

 特別地方消費税交付金  物件費 8,521,117  12.2 (  13.3 )

 軽 油 ・ 自 動 車  維持補修費 1,425,049  1.7 (  1.9 )

1 歳入総額　　　　 ① 千円 千円  取 得 税 交 付 金  補助費等 9,446,109  17.5 (  19.0 )

2 歳出総額　　　　 ② 千円  地 方 特 例 交 付 金  繰出金 5,916,036  9.9 (  10.8 )

3 歳入歳出差引額 千円 20年 0.487  地 方 交 付 税  投資及び

③  0.472 普通  出資金・貸付金

4  0.443 特別  積立金 1,114,144 90.5 (  98.4 )

④

5  交通安全対策特別交付金  前年度繰上  経常一般財源

⑤  充用金 千円

6 ⑥ 千円  ・  分 担 金 ・ 負 担 金  投資的経費 6,919,321

7 ⑦ 千円 ・  使　 用　 料 321,580

8 ⑧ 千円 ・し尿処理  手　 数　 料 6,902,059  税等総額

9 ⑨ 千円 ・広域消防  国 庫 支 出 金 2,720,757 千円

10 千円 ・交通災害共済  都道府県支出金 4,181,302  臨時財政対策債

⑩ 千円 ・  財　産　収　入  災害復旧 17,262 千円

 寄　 附　 金  失業対策

１ 人 当 た り 支 給  繰　 入　 金

月  額　　　Ｂ／Ａ  繰　 越　 金

 　　　　　　　円  諸　 収　 入

 地　 方　 債

73,868,061

構成比

 　％

市町村 0.6

民  税 8.1

 固 定 資 産 税 37.7

 軽 自 動 車 税 8.1

 市 町 村 た ば こ 税 0.5

 特 別 土 地 保 有 税 2.1

 目   的   税 4.3

 入  湯  税 11.1

 都 市 計 画 税 3.2

11.5

0.0

12.8

100.0

 標準税率
 に対する
 比率  　　　％  　　　　％  　　　　％

1.0

注：※印は旧３市町村の数値を単純合算したもの。
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国有提供施設所在助成交付金 300

42,080,236 99.9

37,442 0.112.0%

き財源　　　　　 647,850 395,641

実質収支 起 債 制 限 比 率 37,442 0.1

44,504,319 59.0③－④ 946,703 320,979 公債費負担比率 17.9% 41,438,281

単年度収支 625,724 9,901 積 立 金 現 在 高 9,561,962 広域事務 9.4 2,307,6141,129,228

積立金　　　　　 483,073 352,955   財政調整基金 2,552,680 ごみ処理 1,127,171 1.5 44,830 0.1  うち人件費

1.5

0.4 321,477

繰上償還金　　　 143,842 0   減債基金 1,250,015 139,145 0.2 9.4 2,295,898

積立金取崩額　　 0 600,000   その他特定目的基金 補助

 普通建設

5,759,267 13,187,923 17.5 3.7 80,073 50,251,267

実質単年度収支 地 方 債 現 在 高 81,240,618 4,964,652 6.6 単独 5.7 2,215,825

⑥＋⑦＋⑧－⑨ 1,252,639 △ 237,144 債 務 負 担 行 為 1,672 0.07,734,180 後期高齢医療事務 102,011 0.1 0.0 11,716 3,686,900

一　　　　般　　　　職　　　　員　　　　等　　（H23.4.1） 特　　　　別　　　　職　　　　等 19,774 0.0

区　　　分 職員数　Ａ 給 料 月 額　　Ｂ 区　　　　分 改定実施年月日
１ 人 当 た り 平 均 212,934 0.3
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 1号    50,000円
 2号   120,000円
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